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【調　　査】

近年の北米における離転職に関する実証的研究のサーベイ

データセットの視点から†一

神　林　龍

　本稿では米国における離転職の実証研究を使用データの側面からまとめ，研究がデータセットの開

発と並行して進展してきた様子を概観した．主に取り上げたのは！970年代に開発が始められたNa－

tionaI　Longitudina1Survey　of　YouthやP㎜e1Study　of　Income　Dynamics，The　Pemsylvania　Dataとい

った世帯追跡調査や行政情報と，ユ984年に開始された世帯横断調査のDisp1aced　WorkeエSurveyで

ある．加えて，2000年代以降になるとJobOpeningsandLaborTumoverSurveyやLongitudina1
Emp1oyeトHousehold　Dynamics　programなど労働需要側から離転職行動を考察するのに適したデー

タが開発されつつあることも紹介した．本稿で強調した点は，米国の世帯追跡調査としてはNLSや
PSIDが著名だが，The　Pemsy1vania　Dataに象徴されるように早くも1960年代から行政情報を利用
する努力が重ねられてきた点である．近年のLEHDプロジェクトは，これらの長い経験に基づいて
行政情報を用いる利点と難点を精査することから始まっている．また，日本と異なり，全国的横断調

査の整備は追跡調査開発の後塵を拝しており，横断調査から追跡調査へという一般的な感覚は離転職

の研究には必ずしも当てはまらない．

JEL　C1assification　Codes＝J63，C83

1．はじめに

　労働市場における市場メカニズムは，離転職を通

じた労働資源の再配金を通じて機能する．使用者と

被用者との同一関係が維持されつつ賃金や職階など

労働契約の内容が調整される場合も，暗黙の競争圧

力として離転職を通じた市場メカニズムの利用可能

性が影響を及ぼすと考えられている．したがって，

離転職を通じた労働資源の再配分の様相は，労働市

場のメカニズムを理解するうえで重要な鍵を提供す

る．とりわけ近年の日本の労働政策は，労働市場の

市場メカユズムを活性化させることで経済全体の資

源配分を好転させることを意図しており，離転職活

動の傾向をつかむことは適切な政策を選択し，選択

された政策の効果を検証するために基礎的な資料を

提供する．

　本稿では，米国における離転職に関わる経済学的

実証研究を，特に最近20年程度の成果を中心にデ

ータセットの観点を重視して概観する．そして，現

在とのような分析視覚が重視されており，どのよう

なデータセットの開発利用と対をなしてきたかをま

とめ，日本の研究状況を検討する材料を提供したい．

　離転職行動にまつわる研究は，米国における労働

市場研究の伝統的な柱のひとつであったし，現在も

あり続けている1とくに大恐慌と第二次世界大戦を

挟んで産業構造の大転換を経験した！930～50年代

には，労働者の産業間移動などについて大規模な調

査が行われ，Bakke召Cαム（／954）など重要な先行研

究が上梓された．しかし当時は，主に制度派と呼ば

れた研究者が関心を示したのに留まり，精綴な理論

的背景を欠いたことからだろう，いわゆる新古典派

とよばれた枠組みでの研究はそれほど深化しなかっ

た．1980年代にサーチ理論や人的資本理論が成熟

し，離転職行動やそれに伴う賃金変化を均衡行動と

して理論モデルから直接解釈できるようになると，

1970年代より開発されてきた世帯パネルデータを

利用した研究が花開いた．そ．の一方，世帯パネルデ

ータは労働供給行動の一環として離転職を分析する

のに便利であるが，離転職に関わる労働需要の動向

を考慮するのは難しい．そこで，離職時の状況を特

定するために，事業所側からのデータ収集の必要性

も認識されるようになった．2000年代以降になる

と，労働統計局やセンサス局を中心に新たな統計デ

ータが整備され，新しい知見が続々と提起されつつ

ある．米国においては，事業所・労働者の両面から

同時にデータを扱う分析はまだ端緒についたばかり

であるが，研究者集団と統計当局の協力のもと，新

しいデータセットの開発と研究が同時に進行してい
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る典型例といえる．

　他方，日本の離転職に関わる研究は，長らく総務

省『労働力調査』（以下，労調と略す）r就業構造基

本調査』（以下，就調と略す）や厚生労働省r雇用動

向調査・離職者票入職者票』（以下，雇用動向と略

す）などクロスセクションのデータに頼らざるを得

なかったが，近年の世帯パネルデータの開発によっ

て研究環境が変化しつつある．とはいえ，雇用保険

を中心とした行政データの開発一・利用はまだまだ途

上にあり，その潜在的価値を十分生かせていない．

本稿では，米国における研究の進展とデータセット

の開発のあらすじを示すことで，我が国におけるデ

ータの開発利用の改善に供したい．

2．前史

　米国の経済学研究において，被用者の離転職行動

に関する実証研究に本格的に緒が付けられたのは，

大恐慌後のニューディール期から第二次世界大戦後

だったと考えられる．もちろん，そ札以前にも

S1ichter（1919）やBezanson勿αム（1925）など制度派

に属する研究老が関心を示してはいる．しかし，彼

らの著作の焦点はr高すぎる離職率」にあり，取り

上げられるデータも事例研究の域を出ることはなか

ったユ）．これらの研究が見いだした重要な知見は，

低賃金・長時間労働など劣悪な労働条件に起因する

被用者の自発的離職の多さが，高い離職率の原因で

あることを指摘し．た点だろう．他方，稚拙な人事管

理が離転職を促す主な要因と結論付けたものの，同

時に大きく変動する労働需要や公教育における規律

付けの失敗などについても注意を喚起しており，ど

のような要因が支配的かを詳細に検討することはな

かった2）3〕1

　第一次世界大戦後になると，産業構造の転換など

から離転職率は急速に低下し，離転職に関わる話題

は労働問題の後背に一旦は退いた4）．ところがその

後大恐慌が起こると，離転職率は上昇に転じ，再び

研究者の注目を集めるようになる．ただしこのとき

の離転職率の上昇は失業率の上昇と密接に関連して

おり，離転職が，単なる個別経営の人事管理の問題

ではなく，労働市場全体の連関の中で経済学的に議

論されるようになった．特に1930年代後半以降に

なると，失業の長期化が各地で明らかになり，衰退

産業での熟練労働者の転職可能性について俄に議論

が重ねられるようになった5）．ところが議論が十分

に蓄積する前に，米国経済は戦時経済へ移行し，第

研　　究

二次世界大戦に突入してしまう．結局，ニューディ

ール期に提起された産業転換期の熟練労働者の転職

可能性という問題を完全に解決しないまま，戦後の

復員兵の復帰と戦時動員された女性被用者の帰宅問

題や，戦時中に急速に進展した産業転換に対処せね

ばならず，焦点が変化しながら1940年代から50年

代にかけてさらに研究に拍車がかけられた6〕．

　そのひとつの到達点がPa1mer（ユ954）である．こ

の研究は，第二次世界大戦を挟むユO年間の就労経

験に関する被用者の回顧データを分析したもので，

センサス局の協力のもと注意深く抽出された全米6

都市のおよそ13，000人について，1951年1月と2

月に収集・作成されたサンプルを利用した7）．計算

機の利用が限られていた当時なので，分析は専らク

ロス表の作成と比較によったが，いくつかの点で一

般的な離転職傾向を見いだすことに成功した．なか

でも強調されたのは，離転職の発生タイミングは職

種や産業によって異なり，離転職は女性よりも男性

で顕著で，若年層に偏る点である．ただし，産業に

よる違いは産業に含まれる職種の構成で説明される

可能性が強いのに対し，年齢による違いはどの産業，

どの職種，男女ともに観察され，中高年齢者の転職

頻度はいずれも低いと推測されている．また，離転

職頻度は6都市間で大小の差こそあるものの，産業

や職業，性別，年齢の違いによる離転職頻度の構造

は等しいことも確認された．これらの発見から，

人々の離転職行動を理解するためには，労働需要要

因よりは供給側の属性による違いが重要だろうと議

論が接がれ，以降の実証的研究の基礎を確立したと

いえる．そのほか，この研究では新しい視覚として，

技能レベルの影響や地理的な移動可能性など様々な

論点が吟味された．ニューディール期にあった離転

職が人事管理とどのような関係にあるかという労働

需要側の視点や，衰退産業の中高年齢・熟練層がど

のように他産業に移行するかという実際的観点は弱

まり，離転職メカニズムの一般的構造に関心が移っ

ていった分水嶺ともなった研究である1

　こうして，離転職に関わる実証研究は，離職の発

生タイミングと離職者の属性の関係，その結果とし

て転職が成功するか否かという，優れて一般的な2

つの関心に分かれつつ進行していった．

3．パネル調査

　経済学の実証研究が個票データを利用した計量経

済学的分析を重視するようになるにつれて，1960
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年代以降離転職の実証的研究は下火になる．H士

merエnesh（ユ987）が指摘するように，その主要な理

由はデータの不足で，大規模な政府統計で離転職行

動を直接把握するようになるのは1984年を待たな

ければならなかった．その間，人的資本理論の発達

という理論上の進展があり，とりわけ特殊人的資本

が存在するかどうかという問いに対する回答として，

転職時の賃金変動に注目が集まったことはあった．

K1etzer（1989）やNeal（1995）が代表例だろう．ただ

し，それらの研究は，データの不足から主要産業に

おけるアドホック調査が，Nationa1Longitudina1

S叫vey　of　Youth（以下，NLSYと略す）やPane1

Study　of　Income　Dynamics（以下，一PSIDと略す）な

どの，当時まだ開発途上にあったパネルデータに頼

らざるを得ず，いずれもサンプルの範囲や大きさと

いう点で問題なしとはされなかった8）、

3．1　NLSY79

　離転職に関する実証研究でパネルデータが再び利

用され始めたのは，追跡情報の蓄積・整備が進んだ

1990年代以降となる9）．なかでも，NLSY79は，

ユ979年当時ユ4～22歳の12，686人を対象にはじまっ

たパネル調査で，！990年代後半から被調査者が30

歳前後から40歳前後に達したため，若年時の転職

活動を追跡的に観察するには最も適切なデータのひ

とつとして，単に特殊人的資本の有無という狭い関

心だけではなく，様々な研究に用いられ始めた．

　まず離転職のタイミングについては，転職活動は

若年時に集中し，転職を重ねることで賃金を上昇さ

せ，壮年時には安定した職業に就くという米国で一

般にイメージされていたキャリアが再検証された、

たとえば，Neal（1999）は，転職行動を職種・産業

の変更と雇用主の変更に分解し，前者をキャリアの

選択と名づけた上で，若年時にはキャリアの選択を

伴う転職が，壮年時にはキャリアの枠の中で雇用主

のみが変更される転職がなされることを，NLSY79

を用いて示した．また，これらの転職活動が性別や

学歴，産業によって異なるのかも議論された、Roγ

a1ty（1998）は離職時に非労働力化する確率が男性で

は低く女性では高いという通説を検討し，このよう

な傾向は低学摩労働者のみに当てはまり，高学歴労

働者では男女に差がないことを明らかにした．また，

産業別に目を向けてみると，ハイテク産業の労働者

のほうがローテク産業の労働者よりも離職確率が小

さいのはよく知られた事実であるが，Zavodny

（2003）は離職確率の差はもっぱら自発的な離職確率

の差に起因しており，失職確率はハイテク産業のほ

うが高い可能性すらあることを指摘している．

　これらの研究は，一NLSY79の特性を生かして，と

りわけ若年時の転職行動をまとめ，旧来のステレオ

タイプな転職像に疑問を提起したものだが，転職行

動の重要な結果である賃金変動については多くを語

らない1賃金変動は転職行動の結果であるけれども，

離転職行動そのものとの同時決定であるという問題

を解決することが難しいと考えられたからである．

Keith　and　McWi11iams（1997．1999）は，転職の理由

が専ら使用者側にある場合を抜き取り，さらに転職

前の情報を使うことで，離職行動がおおむね外生変

動と見なせると主張し，転職による賃金変動に男女

差があるかを分析した．その結果，男女では離職時

期や理由など転職行動そのものには違いがあるもの

の，それを所与とすると賃金変動に男女差は観察さ

れないと報告した．内生性の問題を念頭に置けば，

転職行動と賃金変動との統計的関係の解釈には慎重

であるべきだが，男女差についてはより頑健な結論

を導くことができると議論している．賃金変動につ

いては転職前後の一時点で評価されることがしばし

ばだが，NLSY79を用いてより中期に渡る影響を考

察した例としてKletzerandFair1ie（2003）がある．

彼らはパネルデータの強みを生かし，失職前2年間

と失職後5年間の賃金の推移を検討し，失職者は5

年たっても．期待賃金と比較して12～13％の賃金下

落を経験していると主張した、ところが，後述の

Jacobsoneすαム（！993）とは異なり，失職時の賃金下

落は中高年時に限られ，若年者の再就職後の賃金上

昇率は大きく，数年後には期待賃金と同等のレベル

まで回復すると指摘している．

3．2C㎝tinuous　Wage　and　Benefit　History

　前項でまとめたようにNLSY79は離転職行動を

追跡できる優れたデータであるが，Kletzerand

Fa1r1ie（2003）に見られるように，離転職の影響が観

察できるのは数年程度が限界だった．しかも1980

年代では20歳代，1990年代に入ってようやく30

歳代のデータが蓄積され，たとえば1980年代の中

高年齢層の離転職を観察することはできない．離転

職の一般的メカニズムを考察する場合には，この難

点をそれほど重大と考える必要はないかもしれない

が，賃金格差が急速に拡大し，技能偏向的技術進歩

が研究者の口の端に乗り始めた1980～90年代を米
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国労働市場の転換期とみるならば，このサンプルの

偏りは看過し難い．また，世帯調査にありがちな所

得や賃金の測定誤差は，離転職の結果を評価する場

合に得られた統計的分析結果の解釈を紛らわす要因

と見なされた．

　こうした難点を克服するために試みられたのが行

政データ，就中雇用保険データの利用である．米国

の行政当局は，失業給付の受取額などを定めるため

に四半期毎に保険加入被用者の賃金情報をすべて収

集している．Jacobson功αJ．（1993）はこの点に注目

し，ペンシルバニア州の被保険者の5％抽出データ

を元に，13年間52四半期に渡る被用者単位のパネ

ルデータを構築した．まず1980年第一四半期時点

で20～50歳で6年以上の勤続をもつ被用者から

5％の確率でサンプルが抽出され，当該個人につい

て13年間すなわち1974年第1四半期から1987年

第4四半期までの賃金・労働時間・使用者に関する

履歴を追う．さらに後述するES202より，各時点

での使用者の属性を添付する．こうして作成された

サンプルは，大きさが！979年時点で23，2ユ1，年齢

の中位値は37歳で，全国データであるはずの

NLSY79よりも一般的なサンプルが確保されている

ことがわかる．彼らのデータのユニークな点は，雇

用保険関係の情報として同時に収集される，ES202

と呼ばれる事業所データを接続することによって，

事業所の規模や四桁産業分類，同一事業所に属する

被用者の同定を可能にし，労働需要側の情報を明示

的に取り入れたことだった／0）1その一方，雇用保険

情報の難点の一つとして離職理由の明細がなく，州

外へ移動した被用者と雇用保険を離脱した被用者

（多くは非労働力化した被用者と考えられる）を追跡

できないという欠点もあった．いずれにせよ，この

ようにして作成されたデータはContinuous　Wage

and　Benefit　History　Data（以下CWBHと略す）と呼

ばれ，後の2000年代に行政データが利用されるよ

うになる先鞭を付けたと評価されている．

　雇用保険データを利用した離職者研究は，一般に

はJacobsone士αi．（！993）が構矢とされているが，研

究そのものはすでに1960年代末のNLSYやPSID

が開発される以前に始まっていた．中心人物は，当．

時Center　for　Nava1Ana1yses（現存する合衆国海軍

の研究機関）に所属していたし。uis　Jacobsonその人

と目され，ペンシルバニア州やアリゾナ州の雇用保

険データ用いて被用者パネルデータを作成したこと

が確認できるlJacobsonandαassesn（1978a，

研　　究

1978b）によると，データの作成方法は上記で説明

した！980年代以降の方法とそれほど大きな違いは

ないが，二種類の被用者データが用いられた点で少

し異なっていた1

　すなわちペンシルバニア州では，単純に雇用保険

加入者のデータからサンプリングするのではなく，

1966年から1968年に実際に失業給付を受けた被用

者についてのデータベースを最初のサンプリングに

用いている．その後，取り上げられた当該被用者の

雇用保険加入履歴を，社会保険番号を用いて別のデ

ータベースからサルベージしてマッチさせるという

手順を踏んでいる．この時点ではペンシルバニア州

では賃金履歴が記録されている雇用保険の加入記録

と失業給付受給記録は別々のデータベースに格納さ

れていたからである．その結果，構築されたパネル

データのサンプルは失業給付を受給した被用者に限

定されることになり，その大きさも4，290人に留ま

った1他方，アリゾナ州のデータを用いて作成され

たパネルデータは，ペンシルバニア州の場合と同様

の構造だが，1963年から1971年までの失業給付受

給者から20％の確率で抽出された被用者と，雇用

保険加入者全体から1％の確率で抽出された被用者

をあわせる形で構築されている．したがって，サン

プルサイズ44，913人には，失業給付の実績がない

4，049人が含まれている．

　ただレ，失業給付受給記録にせよ雇用保険加入記

録にせよ，その性格上，格納されている情報はかな

り限定されている．たとえば，上記のペンシルバニ

ア州のデータセットには，年齢と性別の他は，ほぼ

四半期毎の賃金の記録が利用できるのみで，ES202

より採取される事業所の情報も立地や産業分類に限

られ，豊富ではない．また，失業給付受給者を元に

したサンプリング方法は全体との対比で常に疑問視

され，第一次オイルショック以前のデータであるこ

ともあり，盛んに利用されたとはいえないだろう11）．

　とはいえ，雇用保険データから一定の有用な情報

が得られることは1970年代には少なくとも一部の

研究者には共有されていたようである．オイルショ

ックが起こり，失業間題，なかでも失業給付の多寡

についての議論が政治的にも重要になると，データ

構築の重要性が再認識されるようになった．たとえ

ば，Walter　Corsonらは1979年から1981年までの

ミズーリ州とペンシルバニア州のCWBHから抽出

サンプルを作成したうえで，追加的にインタビュー

調査を実施することで情報を豊富にしている12〕．ま
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た，同じ研究グループはCWBHからのサンプリン

グをユ2州に拡大したデータセットを構築し，Mof

fitt　and　Nicho1son（1983），Moffitt（1985）やMeyer

（ユ990）など失業期間の研究に盛んに利用されてきた．

現在CWBHというと，むしろMo丘ittらの研究グ

ループが開発したデータセットを指すことが多いか

もしれない．

　Jacobson2㍑五（ユ993）が用いたデータセットは，

基本的にはMoffittらが用いたのと同じデータソー

スから構築されているが，分析の焦点が失業期間で

はなく離職あるいは転職行動であるという点で異な

り，この研究分野ではThe　Pemsylva］ユia　Dataと呼

称されるようになった、Jacobs㎝勿αム（1993）の研

究自体はこうしたデータを利用して，1982～86年

の不況時の大規模整理解雇（mass1ayoff）による失職

者とそのほかの被用者を比較したうえで，離職時に

長期勤続者であれば，この失職後同様な事業所に再

就職できたとしても25％程度の賃金下落が5年後

も継続していると主張した．また，失職者は離職以

前より賃金の下落が始まっていること，年齢や性別

とはそれほど関わりがないこと，地域の労働市場の

状態に左右されることなどいくつかの知見を提出し

ている．

　雇用保険データによる被用者パネルデータは，後

にペンシルバニア州については2000年代まで拡充

され，1982～86年の不況時の失職が寿命に与える

影響を調べたSunivan　and　von　Wachter（2009）など

にも利用されている．また，同様のデータ構築手法

を各州について応用した研究に，Kodrzycki（2007）

（マサチューセッツ州）やCouchandP1aczek（2010）

（コネチカット州）などがある．全米についてはデー

タの拡張がVon　Wachter　eすαム（2009）で試みられて

いるものの，特に州際移動サンプルの接続などデー

タ構築方法が複雑なことや，行政データであること

に起因する利用手続きの煩雑さゆえか，広範に利用

されているとは言い難い．

　以上のように，パネルデータを用いた転職の研究

は，より頑健な分析手法が採用できたことで転職活

動に関する様々な定性的な傾向を明らかにした13〕．

他方，コーホートが限られサンプルサイズも小さい

ことから，転職市場の趨勢的な変化を捉えるのには

難がある．NLSY79は失職時に大きな経済的損失を

被ると考えられる中高年齢での転職者を（現在のと

ころ）含んでおらず，ThePemsy1vaniaDataも地

域的な範囲が限定されているなど，上記の研究で得

られた知見を一般化することには危険を伴う14〕．そ

れゆえ，米国労働市場が大きく動揺したといわれる

1990～2000年代に転職行動が変化を被ったか否か

に関しては定見が形成されていない．そのような意

味で，十分な期問をカバーする大量のクロスセクシ

ョンデータを用いた研究も必要とされていた．

　　　　　4．クロスセクション調査

　大量のクロスセクションデータを用いた1990年

代の代表的研究は，Henry　Farberによる一連の著

作である．これらの研究は，転職者の中でも失職者

に着目し，Current　Popu1ation　Survey（以下，CPS

と略す）に付属するDisp1aced　Worker　Supp1ement

（別名Disp1aced　W6rkers　Survey，以下DWSと略

す）に依拠して，1980年代から2000年代前半まで

の失職者の状況をつぶさに報告した　（Faエber

（2011．2007．2005．2004．1999a，1999b，1998．1997））．

　元来，DWSは，／984年以降のCPSの1月（また

は2月）調査に2年おきに付属する調査で，転職行

動に関する質問項目からなる．調査時より一3年間の

失職経験が問われ，通常，その理由がもっぱら雇用

者の経済的な理由（operatingdecisionsoftheem－

p1Oyer）による場合に失職者として定義される．た

だし，Farber（1997）が指摘するように，自発的な

退職（quit）や労働者の責による退職（poor　work　per－

formance，discip1inary　prob／ems，or　a皿y　other　reason

that　is　specific　to　the　individua1a1one）は失職者とし

て定義されず，失職者に対する質問が適用されない

点に注意が必要である．また，CPSのパネル構造

は用いられず，調査時点から回顧的に回答する形で

様々なデータが集められている点にも特徴がある．

DWSは個票がウェブサイト上から利用可能である

が，データがリリースされる際にも，CPSのパネ

ルの性質は用いられず，複数回のクロスセクション

データとして扱われている15）．

　DWSはリリース当初より注目を集め，1980年代

後半以降，Danie1HamermeshやJohn　Addisonな

どによって盛んに利用された．Hamermesh（！986）

やHenry　Farberの一連の研究は，単純なデータと

単純な分析手法で米国の労働市場における転職行動

が1990年代から2000年代初頭に変化した可能性を

示した点で重要な貢献といえる．

　もちろん，クロスセクションデータであるがゆえ

に分析上のバイアスの発生を心配する指摘もある．

DWSを用いた研究では，労働者の意思決定とは無
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関係の被解雇者を失職者とみなすことで，労働者が

離職行動を選択することによって生じるかもしれな

いサンプル・セレクションを回避していると議論さ

れてはいる．しかし，調査上には現れない失職者の

属性を雇用者が観察していて解雇者を選択していた

とすれば，単純なクロスセクション分析ではバイア

スを除去できない可能性が依然として残る．また，

賃金変化は転職時の一時点の変化のみを採取してい

るため，Jacobson召。α五（1993）やKletzer…mdF射rHe

（2003）で指摘された転職後の賃金成長率を考慮でき

ないという事情もある．加えて，Evansand　Leight－

on（！995）は，回顧的な調査であるがゆえに過去の

転職活動を失念している可能性を強調した．その一

方，すでに約四半世紀に渡って安定的に採集されつ

づけたデータであり，時系列的な動きを知ることが

できること16），サンプルサイズが比較的十分に確保

されていることなど，米国における転職活動の外形

を観察するには最も適したデータセットのぴとつで

あることを否定する必要はないだろう．

　Farberの一連の研究はこ・のデータからいくつか

興味深い事実を指摘している17〕．

　第一に，失職者の割合の動向について次の統計的

傾向が観察された、ユ981～2009年までの労働者の3

年間の失職者の割合は9～！6％で，景気循環に対し

て明確に逆相関を示す、ただし，失業率については

1980年代より趨勢的な減少傾向が認められるのに

対して，失職者の割合については趨勢的な傾向がみ

られない1したがって，たとえば2001～03年は，

1981～83年と比較すると失業率は半減しているも

のの（9，6％→6．0％），失職者の割合はほとんど変わ

らない（12．8％→u．8％）、また，2007川09年の失

業率は1981～83年とそれほど変わらないものの

（9．6％→9．3％），失職者の割合は5割増しとなった

（12．8％→／6．O％）1単純に3で除すことによってユ

年間の失職割合を計算すると概ね3％から6％の範

囲にあり，日本のr雇用動向調査』のr経営⊥の都

合」による離職率が200！年に2．6％を記録したの

が最近30年間の最大値だったことと比較すると確

かに高い傾向がある．

　また，失職者の割合は学歴・年齢階層が高くなる

にしたがって減少する．この指摘は，転職が若年低

学歴において集中し，景気循環と逆相関するという

パネルデータによる分析結果と整合的である．同時

に，失職割合と景気動向との相関は学歴・年齢階層

が高くなるにしたがって失われることもわかった1宮〕．

研　　究

この点について，RodriguezandZavodny（2003）は，

1986および1988年のDWSと，1996及び1998年

のDWSを比較し，労働者属性が失職確率に与える

影響の変化を，平均的属性の変化と失職確率へ与え

る影響の変化に分解している．その結果，年齢階層

が高くなると失職確率が減少する傾向自体は変わら

ないものの，その相対的な強さは消失してきており，

1980年代から1990年代にかけて比較的高年齢階層

の労働者の失職確率が高まったことが示された．ま

た，学歴についても高学歴ほど失職確率が減少する

傾向は不変である一方，相対的には，高学歴の失職

確率が上昇したと報告している．

　第二に，Farberの一連の研究の結果，失職者の

転職活動について判明したことは次のようにまとめ

られる．失職者が調査時点で職を得ている割合は

60～70％で，もちろん景気循環と順相関の関係に

ある．逆に失業状態にあり続けているのは

20～30％程度である、非労働力化する割合は10％

程度であるが景気循環との相関はなく，失職者に対

する景気動向の影響は，労働市場の中にとどまった

状態での意思決定に限定される傾向にあることがわ

かる．また，学歴が高くなるにしたがって再雇用割

合が大きくなり景気循環との相関が弱まることは確

認できるが，年齢階層が高くなるにしたがって同様

の傾向があるとはいえない、特に40歳代後半以降

の失職者については，ほかの年齢階層の失職者と比

較すると再雇用割合はかなり減少する．また，フル

タイム労働者が失職し，パートタイムで再就職する

割合は概ね10～15％程度である．そして，これら

の傾向には趨勢的な変化は観察されない．失業率が

低いわりに失職割合が多いという最近の傾向を考え

合わせると，米国のストックの失業率には失職者で

はない労働者，つまり自発的な転職者の動向が強く

反映されることがわかる、

　ただし，いわゆる金融危機を合む2007～09年は

特殊かもしれない．この期間には，失職割合が急上

昇しただけではなく，調査時点での再雇用割合も

50％を割り込んだ．ところが，これらの失職者の

うち調査時点で再雇用された被用者の平均失業期間

は13，4週間と，実は2003～05年の14．5週と比較す

るとむしろ短い．Farber（2011）は，再就職確率が

大きく二極化しているためではないかと推論してい

る．

　Farberは失職の結果として，フルタイム労働者

がフルタイム労働者として再就職レた際の（週給）賃
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金の減少割合も計算している．その平均は，

！983～85年の10．2％，1999～2001年のO．2％，

2003～05年の12．7％と時期により大きく変動する．

Farberはこの変動の要因を探るために，まず失職

者の賃金変動に対して影響を及ぼす労働者の属性を

分析している．分析手法は，賃金変動を被説明変数，

学歴や性別など失職者の属性を説明変数とする簡単

な回帰分析の枠組みから出発する．その結果，失職

時の勤続年数が大きいと賃金減少幅が大きくなり，

年齢は勤続ほど強い影響を及ぼしていないことが確

認され，企業特殊的熟練の存在と関連付けられてい

る19〕．同時に，長い勤続年数および低い学歴が賃金

減少につながる傾向が，時期によって変動すること

が示されたものの，Rodriguez　a」ユd　Zavodny（2003）

とは異な6，一定の趨勢は読み取られていない．

　Farberは，この回帰分析には在職し続けた場合

の賃金変動は考慮されておらず，失職者の賃金変動

はすべての労働者が被った変化を表しているだけか

もしれないことを指摘し，より正確な分析のために，

同じCPSから各DWS調査時点より3年間のOut－

going　Rotating　Samp1e（Merged　Outgoing　Rotation

Group；通称MOGRG）を別途取り寄せ，これらの

サンプルの賃金変動とDWSサンプルの賃金変動を

比較することで，失職が賃金変動に対してどの程度

の影響を及ぼしているかを検討している20）．その結

果，1980年代には，失職者は同様の勤続労働者に

比べると平均13％程度の賃金減少を経験していた

ことがわかった．しかし，この賃金減少は1990年

代前半の好況期に大幅に縮小し，1993－95年の失職

者については平均8．4％にとどまった．失職時の賃

金減少は，1990年代後半の不況期あるいは2007～9

年の金融危機時に再び大きくなったものの，1980

年代の水準にまでは戻らず，1990年代の労働市場

の変化の一端を示していると説明されている．1990

年代の不況は1980年代の不況と比較すると，失職

の頻度自体は大差ないものの，ストックの失業率も

低くおさえられ，特に高学歴者を中心に失職者の賃

金損失も軽減されていたと結論している21）．

　以上のように，DWSなどを用いたクロスセクシ

ョンの分析では，「誰が失職しやすいか」と「失職

した結果はどうか」という2つの問いが別個に扱わ

れ，その時系列的な変化を中心に一定の知見を提出

したといえる．

5．事業所調査

181

　NLSY79あるいはDWSは転職行動を観察するの

にそれぞれ適したデータであるが，両者ともに世帯

調査であり，使用者の事情が勘案できないという制

約がある．とりわけ，1980年代以前と1990～2000

年代を比較するという研究動機において，技術革新

などを通じて労働需要側の雇用行動が変化したこと

は，労働市場の変化の原因のひとつであると認識さ

れていた．さらに，Davis，Ha1tiwmger，andSchuh

（1995）によって人口に膳灸した崖用創出喪失分析は，

事業所の雇用行動は産業や規模・地域などに共通し

たショックではなく，個々の事業所特有のシ冒ック

に大きく依存することを指摘し，採用・解雇行動を

事業所側から観察する必要も認識されていた．

　Davisらが当初用いだし。ngitudinalResearchD｝

tabase（通称LRD）はr米国センサス局が保持して

いた統計を事業所レベルで接合することによりつく

られたデータベースである．大規模かつ時系列的に

も長く記録されているという利点をもっており，そ

の点では雇用創出喪失分析には適していた．しかし

その反面，雇用数は1年単位（産業によっては四半

期）のストックでしか記録されておらず，事業活動

や雇用の内容も詳しくは不明であるという限界もあ

った．

　そめため，より適切な統計の必要性が高まり，米

国労働統計局はグロスの労働移動を事業所側から把

握するための統計を新設し，2000年12月よりJob

Openings㎜d　Labor　Tumover　Survey（通称

JOLTS）を実施している．JOLTSは約16，000のサ

ンプルサイズをもつ月次の事業所統計で，18ヶ月で

入れ替わる回転標本の枠組みで設計されている．賃

金台帳を基本資料として，毎月12日の雇用者数，

調査期間内の入職者数，離職者数を聞いているほか，

入職者・離職者はそれぞれ理由別人数が採取されて

いる．同時に，毎月30日現在の未充足求人数も把

握しており，事業所からみた雇用フローの全貌を明

らかにすることができる22〕．特に未充足求人につい

ては，それまで大規模な政府統計が存在せず，公共

職業紹介網がそれほど発達していない米国において

強く求められていた調査項目であった．

　比較的新しくできた統計であることから，

∫OLTSを用いた研究はそれほど多くない．しかし，

C1ark（2004）やDavis，Faberma孔㎜d　Ha1tiwanger

（2006），Faberman（2004．2005）は入職率・離職率



　182　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済

などの集計結果をもとに，いくつかの興味深い事実

を報告している、これらの統計的事実は，事業所調

査の集計量から導き出された性格から，本稿で主と

して対象としている転職行動の内実と直接関係する

知見ではないが，参考のため触れておきたい．

　第一に，集計された未充足求人率は失業率と負の

相関をみせ，2000年12月以降のベヴァリッジ曲線

はかなり安定している．第二に，未充足求人率の時

系列方向のばらつきは小さく，強い持続性が認めら

れる．さらにFaberman（2005）は，JOLTS個票を

用いて各事業所の未充足求人率が，当該事業所が属

する地域の失業率と相関するかを調べたところ，負

の相関は認められないわけではないが，ほとんど説

明力はないことを報告している．第三に，レイオフ

による離職率は失業率とはほとんど相関がないこと

も指摘した．

　これらの発見された事実の多くは，たとえば

B1㎜chard　and　Diamond（1989）など求人行動が労働

市場の状態と密接にリンクする多くのサ］チモデル

から導出される予測と矛盾しており，従来のサーチ

モデルの妥当性に疑問を投げかけている．こうして

新たに提出された知見を根拠に，Ha11（2005a，

2005b，2006），Shimer（2005）は，ストックの失業率

が離職者の流入の大小によるのではなく，失業プー

ルからの脱出確率（job　finding　rate）により強く依存

するマクロモデルを主張し，提出している23〕．

　JOLTSは速報性を重視した統計で，時系列的な

変動をとらえるのに適しているが，LRDと同様に

個々の事業内容や離職者・入職者の属性を知ること

はできない．これらの難点をカバーしてLRDに代

わるデ」タをつくるために，米国センサス局は，

1996年に既存のデータセットを組み合わせること

で，新たな事業所・世帯を通じたパネルデータを構

築する計画をスタートさせた（Longitudina1Emp－

1oyer－HouseholdDynamicsprogram，通称LEHD）．

この計画は，内国歳入庁の協力のもと，世帯データ

に付属する社会保障番号および事業所データに付属

する事業所納税番号を用い，同時に，各州の労働統

計局に要請して，労働者の雇用保険番号を提供して

もらい，これらの個人・事業所識別番号を鍵に，既

存調査の個票および行政情報を事業所単位がつ（あ

るいは）労働者単位でつなぎ合わせてデータベース

をつくりあげることを目的とした24）．

　LEHDも比較的新しい統計であることから，こ

れを用いた研究業績はまだ数少ない．前出Davis，

研　　究

Faberman，and　Ha1tiwanger（2006）はJOLTSのみ

ならずLEHDも取り上げ，統計間の計測結果の違

いを議論している．たとえば，JOLTSから計測さ

れた雇用創出・喪失率は，それぞれ四半期で3．4％，

3．ユ％であったのに対して，LEHDより計測された

雇用創出・喪失率は，四半期で7．O％，6．0％と大き

い．これにはJOLTSには開業と廃業に・よるフロー

が含まれないという理由もあるが，LEHDの精度

がパネルデータであることにも起因している、この

違いを明確に示しているのは労働者フローで，

JOLTSでは四半期の労働者フローが入職・離職率

それぞれ9，5％，9．2％なのに対して，LEHDでは実

に25．0％，240％にも達している．JOLTSにおけ

る入（離）職者は，調査期間中に入（離）賦した労働者

のうち期末（首）時点に在籍したものを計測対象とし

ているので，期間中に久離職した労働者は含まれな

い．LEHDはその性質から期問中の久離職者を基

本的にすべて網羅するので，1ヶ月の間に久離職を

繰り返す労働者の存在が両者の乖離を生むことにな

る．雇用機会の創出喪失の場合，労働者が離職した

場合にもすぐに補充があったと考えられる場合には，

雇用機会が失われたとは判断しないので，両者の乖

離は少なくなる25）．

　このようにJOLTSやLEHDはデータの挙動の特

徴などがまだ完全に把握されたわけではなく，手探

りの研究が続いている状態である．しかし，米国の

近年の労働市場の挙動を示す材料として，興味深い

計測結果も報告されている．たとえば，Davis，Fa－

berm肌，㎜dHaltiwanger（2006）では雇用創出・喪

失率，入職・離職率の時系列的変化をおった時，雇

用創出率よりも雇用喪失率のほうが景気循環により

反応しやすいという性質が確認された．Davis，Ha1－

tiwanger　and　Schuh（1996）のような従来の研究では，

米国では雇用創出率のほうが雇用喪失率よりも景気

循環に反応しやすいとされており，逆の関係をもつ

欧州や日本と比較すると特異的な性質を保持してい

ると推測されてきた．この点は，米国の事業所では

採用行動をフレキシブルにすることで景気循環に対

応していると解釈されてきたが，LEHDおよび

JOLTSの計測結果は，米国の雇用喪失・創出率の

動向もむしろ欧州や日本と同型であることを示して

いる．さらに，雇用創出・喪失率自体が！970年代

より長期的に低落傾向を維持し続けていること，

2001年以降の景気後退期において雇用創出率が大

きく減少していること，といった近年の米国労働市
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場の特徴も明らかにしている．

　JOLTSやLEHDの特徴は情報量の豊富な個票を

備えている点である、この点を利用し，Davis，Fか

berman，and　Ha1tiwanger（2006）は，事業所単位で

みたときの採用・解雇行動に注目した．たとえば，

成長している事業所において入職が離職を上回るの

は自然であるが，このときの離職率は事業所の成長

率と相関がなく，どんな成長を経験している事業所

でも概ね3～5％の離職率を維持している．逆にど

んなに縮小を経験している事業所でも概ね3～5％

の入職率を維持していることがわかった、事業所の

雇用成長はもっぱら入職率の増加によって，雇用縮

小はもっぱら離職率の増加によって発生しているこ

とがデータ上も確認された1また，雇用縮小の際の

離職率の増加は当初は自発的離職が多く，かなりの

雇用縮小がおこるときにレイオフによる離職が多く

なることもわかった．

　以上のように，JOLTSおよびLEHDの登場によ

って，米国の労働市場の事業所側からの統計は飛躍

的に質を改善した．こ・れらを用いた実証研究はまだ

端緒についたばかりであるが，すでにいくつかの興

味深い観察結果も報告されていることを再度強調し

ておきたい．

　もちろん，前節までにすべての新規のデータセッ

トが紹介できたわけではない．本稿で触れなかった

データとして，たとえばBusinessEmp1oymentDy－

namics（BED）がある．JOLTSが事業所の開廃業を

含んでいないことから，その点をカバーするの一に利

点があり，Davis，Faberman，andHa1tiw㎜ger
（2006），Pinkston　and　Sp工etzer（2004）に簡単に紹介

されている、LRDと同様に雇用ストックをパネル

で記録するデータセットであるが，JOLTSや

LEHDとあわせて用いられ，米国の雇用創出・喪

失の計測をより頑健なものとしている．そのほかに

も世帯パネルであるSurveyofIncome㎜dProgram

Participation（通称SIPP）を用いた研究もあるが，

これらの紹介は機会を改めたい1

　　　　　　　　6．まとめと含意

　本稿では主にユ990年代後半以降の米国における

離転職の実証研究を使用データの側面からまとめ，

データセットの開発と実証研究が並行して進展して

きた様子を概観した．1984年のDWSの開発が一

つの転機となり，1990年代以降は，NLSY79，

PSID，The　Pemsy1vaniaDataといった世帯パネル

データや行政データと，DWSやCPS本体といった

クロスセクションデータが並行して用いられるよう

になった．2000年代以降，JOLTSやLEHDなどが

労働需要要因の視点から利用され始めている．ここ

で強調しておきたいのは，米国における世帯パネル

データとしては研究機関が中心となって開発が続け

られてきたNLSやPS工Dが著名だが，The　Penn－

sy1vania　Dataに象徴されるように早くも1960年代

から行政データの利用の努力が重ねられてきている

点である．近年のLEHDプロジェクトはこれらの

長い経験に基づいて行政データを用いる利点と難点

を精査することから始まっており，この点は日本の

データセットの開発についても参考となるだろう．

　もちろん，本稿で取り上げなかった重要な研究群

は他にもあり，たとえばサーチ理論と構造推定を応

用したものがある．ただし，本稿の目的は，推定や

識別の方法論的概説ではなく，主にデータセットの

特徴と利用のされ方との関係をまとめることにあっ

たので，これらの研究を取り上げることはしなかっ

たことは読者の理解をいただきたい．

6．1　日本の研究状況の概観

　米国の研究状況に対して日本の離転職研究は，少

数のアドホック調査を除げば総務省r就業構造基本

調査』（以下，就調と略す）や厚生労働省r雇用動向

調査』（以下，雇用動向と略す）といったクロスセク

ションの調査しか材料がなく26〕，これらを中心に研

究を進めるほかはなかった．もちろん，日本のデー

タにもそれなりの利点がある．就調はサンブルサイ

ズが100万を超える大規模な世帯調査で，失職者と

いう数％のトリートメントグループに限定したと

しても／万を超えるサンプルサイズが確保可能であ

る27〕．最近ではKambayashi㎜d　Kato（2011a）が就

調とCPSのtenuresupp1ementを用いて日米両国

の勤続階層別の10年残存率（10－yearretention

rate）を集計し，1980年代からの推移を比較してい

る．彼らは日本における長期勤続層の残存と米国に

おける減退を示し，続けてKambayashi　and　Kato

（2011b）では就調とDWSとを用いて！980年代から

2000年代にかけての失職確率に対する勤続の効果

を推定し，上記の知見を確かめている．

　このような全体像を描き出す研究に加えて，大規

模サンプルを生かして分析対象を若年層や非正規労

働者など特定のサブグループに限定し，そのグルー

プにおける就業異動の特徴を考察する研究もある．
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たとえば玄田（2008）は若年層における非正規労働者

から正規労働者への転換の可能性を，就調を用いて

検討し，非正規労働者であっても一定の年隈の勤続

を達成すると正規労働者へ転換しやすい傾向を見出

している．宮崎（2011）は就調のなかで現職医師，現

職看護師と職種を絞って就業履歴を考察しており，

転職サイクルの短期化や男性医師の早期開業の傾向

が強まったことを指摘している．

　他方，雇用動向は毎年実施される事業所単位のサ

ンプル調査で，サンプルされた事業所への入職者と

離職者に対する質問票が付属する．とくに入職者に

対する質問票には，入職過程に関する様々な質問項

目が用意されており，5ないし7個のカテゴリーで

はあるが転職前後の賃金変化などが判明するという

利点がある、樋口・児玉・阿部編著（2005）やAbe

勿α五（2002）がこれを用いて転職前後の賃金変化を分

析した代表例である．これらの研究では，転職時の

入職経路が賃金変化に及ぼす影響を中心に考察して

おり，1997年に解禁されたばかりの営利企業の職

業紹介業務への参入の効果を検討している、その反

面，当該調査客体の離職時の状況に対する情報収集

はやはり限定的で，事業所調査である利点を生かす

のは容易ではない．

　米国とは逆に，日本においてはクロスセクション

調査の発達がパネル調査の開発よりも早く，就調は

1962年より，雇用動向はユ964年より離転職行動を

把握できる．その一方，世帯パネル調査は1993年

に家計経済研究所r消費生活に関するパネル調査』

が始められたのを契機に，2000年代から本格的に

構築が鋭意進められている．しかし，米国の

NLSY79やPSIDでみられたように，パネル調査は

調査開始以前の情報を収集するのは容易ではなく，

日本の労働市場を考察するうえで重要な時期と目さ

れる1990年代のデータが不十分であることは明ら

かである．慶応大学r日本家計パネル調査』などで

は，調査客体にユ8歳以降の状況を回顧して記入し

てもらうことで，この難点を回避しようとしている

ものの，数十年間にわたる就業履歴を回顧するのは

簡単ではないだろう．この点，長期の記録を旨とす

る行政データを利用するのは，日本においても，も

うひとつの有力な手段となる．実際，厚生年金の加

入記録を利用したパネルデータを用いた高山・稲

垣・小塩（2012）などがすでに公表されており，行政

データの利用に端緒を付けている28〕．

研　　究

6．2行政データの利用の可能性1むすびにかえて

　とはいえ，本稿にみたように，行政データの開発

と利用には米国においてすら相当の紆余曲折を経て

おり，単にアクセスを緩めれば問題が解決されるわ

けではないことを暗示している．本稿を閉じるに当

たって，2点注意点を指摘しておきたい．

　まず，行政データは行政目的に沿うデータのみを

集積するので，必ずしも経済学的分析にとって重要

な情報を格納しているわけではない．たとえば，

ThePemsy1vaniaDataに代表される米国のCWBH

も，年齢と性別のほかは本質的には被用者の四半期

毎の賃金額が格納されているに過ぎない．これは失

業給付の給付額を決定するのに年齢のほか過去1年

間の四半期毎の平均賃金額が必要なので，あらかじ

めデータとして収集していることによる．日本の雇

用保険制度の場合，失業給付の水準を決定するには

やはり年齢のほか過去12ヶ月の給与額が必要だが，

離職の都度使用者が発行する離職票に記載し報告す

ることで処理されており，厚生労働省があらかじめ

情報として収集しているわけではない．一方，使用

者が負担する雇用保険料は事業所の賃金支払総額に

依存するので，被用者の個別の賃金額を毎月把握す

る必要が無く，それゆえ雇用保険データシステムに

も含められていない．このように，行政データは行

政プロセスと一致しており，経済学が注目する諸変

数を含んでいるわけではないのである．

　もちろん，Corson㎜d　Nicho1son（ユ983）や高山・

稲垣・小塩（2012）が試みたように事後的にサーベイ

を追加し，分析に必要な当時の情報を付加するとい

う方法もある．しかし，情報収集を調査客体の回顧

に頼るという意味では，逐次的に記録されたデータ

をそのまま利用するという行政データを活用する際

の基本的利点を十分生かす方向とはずれるかもしれ

ない．サンプルサイズの短小化，世帯パネルデータ

との重複をも考慮する必要があるだろう．あるいは，

CWBHやLEHDのように複数の行政データのマッ

チングによって情報を豊富にする方向も有力だろ

う29〕．ただし，米国には個人に社会保障番号が付与

されており個人単位でのデータのマッチングが可能

である点を忘れてはならない．日本においてこの方

向で行政データを充実させるには，ある共通番号が

存在する範囲に留まる．たとえば，雇用保険被保険

者番号はハローワーク関連の実務では多く利用され

るので，その範囲で被用者パネルデータを作成する

ことは原理的には可能である．ハローワークを通じ
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た求職求人活動と失業給付の受給との関係など，

人々の就業行動を考える上で貴重なデータを構築す

ることができるだろう．

　第二に，行政データを利用する場合には母集団と

の関係に注意する必要がある．もちろん，近年の計

算機の計算能力の向上を考えると，格納されたデー

タからサンプリングせず全数をそのまま分析できる

かもしれない．その際にはサンプリングという意味

で母集団との関係に悩む必要はない．しかし，雇用

保険の加入者データが加入資格のある被用者のみを

格納するように，ある個人や事業所が行政目的から

外れた場合には，データベースからすぐに欠落する．

北欧諸国のように，国民すべてが包摂されるデータ

ベースであればこの問題もそれほど深刻では無いか

もしれないが，しかしそれでもなお外国人居住者な

どの扱いなど多かれ少なかれ完全ではない．結局，

行政データを用いるには，その行政プロセスに対す

る深い理解が不可欠であることがわかる．

　このように，行政データの活用は今後の経済学研

究を充実させるためには不可欠だが，研究者が利用

できるデータセットヘ変換するためには，ある程度

の費用と時間，それに注意深さを投じる必要がある

ことがわかる、

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注
　　†　阿部正浩氏をはじめ2012年10月24日に開か
れた定例研究会の出席者の方々からは有益なコメント

　を多数いただいた．また，Ti11　von　Wachter氏には米

国の雇用保険データのアクセス方法やデータ構築の背

　景など必ずしもウェブサイトや文献渉猟ではわからな

い貴重な情報をいただいた、記して感謝する．

　　1）　たとえば，S1ichter（1919）には！9！3年前後につ

いて105工場の1年間の離職率を算出した件があり，

　そのうちユ！工場で200％以上を記録したことが示さ

　れている（p．22，tab1e1）、この数表は著者がtheUnited

StatesCommissiononIndustrialRe1ationsに提出した

　アドホックな報告書に基づいており，本書ではこのよ

　うな断片的な情報がいくつも列挙されている．

　2）すでに1884年に設立されていた労働統計局
　（BureauofLaborStatistics，以下BLSと略す）も第3

代コミッシ目ナーRo剛Meekerのもとで離転職デー
　タの収集に力を入れた．その結果として，いくつかの

　レポートが機関誌〃。n士吻工αろ〃Rmゴ舳に」■廣次公表

　された他，概要はBrissenden㎜d　Franke1（ユ922）とし

　でまとめられて出版されている．しかし第二次大戦以

前においては，BLSという統計の公的専門機関できえ

　も，離転職については調査対象が261工場と限られた

　アドホック調査を実施したに過ぎず，Slichter（1919）

やBezanson材αム（1925）と議論の流れや内容に大きな

差はなかった．

　3）実は，第一次世界大戦前後のr高い離転職率」

という現象は，産業発展期の労働市場にはほぼどの国

でも観察されており，日本も例外ではない．はやくも

r職工事情』として知られる農商務省（1903）にも報告

されている．

　4）　なぜ1920年代に離転職率が低下したのかは，

米国経済史上の重要な研究課題のひとつとなっている．

従来は，Oz㎜ne（1967）やRoss（1958）など，内部労働

市場の発達など人事管理方法の刷新による被用者の自

発的離職の減少がその要因とされ，本文中に指摘した

1920年代の同時代的研究と整合的に解釈されてきた．

しかし比較的近年，Jacoby（1985）やGo1din（2000）など，

移民の流入減少や労働需要そのものの減退に原因を求

める見解も提出され，Owen（1995〕など従来の見解と

の議論が続いている．

　5）たとえばPalmer（1941）などがある．この論文

は当時すでに斜陽産業となりつつあった繊維織物産業

を分析したもので，1926年から35年までの主要3都

市の当該産業からの離職者の転職先を追い，その4分

の1は結局職が見つからず長期失業を続けていたこと

を明らかにし，熟練労働者の産業・職種転換の難しさ

に警鐘を鳴らした．

　6）　この時期の研究のサーベイにParnes（1954）が

ある．

　7）　シカゴ，ロス’アシジエルス，セント’ポール，

フィラデルフィア，ニュー・ヘブン，サン・フランシ

スコの6都市である．調査対象者は1950年にユヶ月以

上就労したことのある25歳以上の男女である．

　8）1970年代から80年代の研究でアドホック調査

を利用したものとしてはBa1e（ユ976）やNeum㎜n
（1978）などがあり，Ho1en（ユ976）に詳しい．PSIDを利

用したものとしてはHamermesh（1987）などがある．

この時期にパネル調査が利用された理由は，転職前後

の情報をつかめるクロスセクションのデータが基本的

になかったことによる．その一方，PS工Dでは，情報

収集が世帯主に偏ることや勤続年数に関する情報が

時々しか収集されていないなど様々な制約から，実際

にHamermesh（1987）が分析対象とした，！977年から

198ユ年までの間に離職サンプルの大きさはユ024，さ

らに離職から4年後の情報まで利用可能なサンプルの

大きさは200に留まるなど，必ずしも使い勝手がよか

ったわけではない．また，PSIDには離職の理由が整

理解雇によるものなのか普通解雇によるものなのかを

区別できないという難点もある、

　9）地域データや誕生日などの正確な日付などは，

秘匿性の確保の観点からGeocode　fi1eと呼ばれる別個

のファイルに格納されており，それを利用するために

は特別集計の申請が必要であるが，基本的な調査項目

はPub1ic刊se　Samp1eとしてリリースされている．

　10）ES202は四半期毎の被用者数や事業所数を抑
える速報性をもった統計として現在でも利用されてい

る．Current　Emp1oyment　Statistics（以下，CESと略

す）は同じBLSで所管されている雇用統計で，日本に

おける毎月勤労統計調査に相当し，月次かつ全米39

万事業所からの抽出調査である点にES202との違いが



186　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済

ある1ただし，事業所の改廃などによって生じるCES

の系列の修正には四半期で行政業務べ一スのES202の

情報が用いられている．また，CESでは製造労働者や

労務作業者の賃金および労働時間情報は週給あるいは

過労働時間の推測値で報告されており，賃金台帳に基

づくES202とはこの点でも異なる、ES202は最低賃金

の研究でもよく用いられるデータセットである．

　11）たとえばMof畳t（！985）でもサンプリングの観

点から議論されている．

　12）　CorsonandNicholson（／983）岩よびB1anchaエd

㎜dCorson（1983）など．なお，このデータセットは
Upjohn　Institute’より公開されている．

　ユ3）1990年代半ばまでのNLSYを用いた研究のサ

ーベイにKletzer（ユ998）がある1また，PSIDを用いた

研究としては古くは脚注8で言及したHamermesh
（1989），！990年代後半以降では，Boisjo1y，Duncan

㎜d　Smeeding（！998），Valetta（1999）などがある．

　ユ4）　また，行政データは一般に統計法の適用範囲

の外にあり個票の利用が難しく，雇用保険データには

事業所情報がそれほど豊富に含まれているわけではな

いという欠点もあった．実際，Jacobson功αム（1993）で

用いられている事業所の属性を制御する変数は企業規

模や産業分類のみである．

　ユ5）　たとえばhttp＝〃。eprdata．org／cps－uniform－

data－extracts／cps－displaced－worker－surveyノでは，

20！2年10月現在，ユ994年調査から2010年調査まで

に若干の修正を加えたデータセットがSTATA形式で
自由にダウンロード可能である．

　16）　もっとも，すべての期問にわたって同一の質

問がなされ続けたわけではない．重要な変更点に，

1994年調査以前では転職の有無を調査時点から5年間

について聞いているのに対し，1994年調査以降では3

年間について聞くように改まったことがある．また，

転職理由についても！994年調査を境に変更があり，

Farber（1997．1998．1999a）はPSIDを用いたこれらの

変更の調整方法を検討している．また，DWSでは調
査対象期間中に複数回転職があった場合には，そのう

ちひとつについてのみ回答するよう設計されている点

にも注意が必要である．

　17）以下はFarberの一連の研究の中で繰り返し言
及されている知見である．一したがって，特定の文献・

図表を引用元として提示することはしない．

　18）ただし，Farberの一連の研究では分析対象は
調査時点で20～64歳に限定されている．

　19）DWSには失職時の勤続年数に関する情報がな

い．FarberはCPS本体より同様の被用者の期待勤続

年数を計算し，DWSにマージすることでこの回帰分
析を可能にしている．このデータ補完方法については

Farber（2004）に詳しい．

　20）推定方法は，各時点のDWSの再就職サンプ
ルとMOGRGをプールし，賃金額を失職者ダミーと調
査時点ダミーおよびその交差項に最小二乗法で回帰す

る．交差項に対して推定された係数が，失職後の賃金

変動の勤続サンプルと失職サンプルの差を表す．サン

プルはフルタイムの被用者に限定されている．

　2ユ）CPS本体を用いたNeumark召上α五（1999）も

1990年代前半について同様の結論を得ている．

研　　究

　22）データの重要な特性として，離職数は入職数
　よりも計測が難しいこと（Woh！ford召Cαム（2003）），縮

小しつつある事業所は離職数も入職数も過小報告とな

　りやすいこと（Faberma皿（2009））などがわかっている．

　また，事業所の開廃はウェイトの修正という形で考慮

　されるのみで直接は計測されない．集計結果はウェブ

　サイト上で利用可能であるが，個票は2007年！月現

　在のところBLSのオンサイトリサーチを通じてしか
　利用可能ではない．

　23）　もっとも，集計された離職率や失業者の再就

職確率と景気循環の相関関係について，不況期の失業

　率の上昇は失職確率の上昇ではなく，再就職確率の減

　少（＝平均失業期間の長期化）によるものであるという

　統計的な事実認識は，CPSのRotate　Samp1eを用いた

Shimer（2012）で最初に指摘され，大きな議論が巻き起

　こされた．したがって，JOLTSの開発だけに根ざし

　たものではない．近年，Elsby，Michae1s，3ndSolon

　（2009），Fujita㎜d　Ramey（2009）などはShimer（2005）

　と同じCPSを用いて再検討した結果，近年20数年間

　の不況時の失業率をもっとも説明するのはやはり失職

　確率であることを示した．Elsby，Michae1s，㎜d　Solon

　（2009）は，これらの結果からHa11（2005a，2005b）など

　の指摘はあたらないとして，JOLTSとCPSとを対比
　検討しながら議論することが重要であるとしている（p．
　21）．

　　24）LEHDの構造についてはAbowd，Haltiwanger
　andL㎜e（2004）に簡単に触れられている．詳細は，

Abowd勿α五（2006）を参照のこと．

　　25）たとえば当四半期の入（離）職者のうち，前四

　半期には継続して離職した事業所に勤続し，次四半期

　には継続して転職した事業所に勤続し続けた労働者の

　みに限定して労働者フローを計測した“Fu11　quarter

tr㎜sition”によれば，入職率は13．1％，離職率は

　10．7％と両者の乖離は小さくなる．また，これらの数

　値の具体的な計測方法についてはAbowd功α工（2006）

　を参照のこと．

　　26）近年の代表例では，連合総研が実施したアン
　ケート調査を用いた猪木編著（2001）所収の諸論文があ

　る．また，Bognamoa皿dDeIgado（2008）はアウトプレ

　ースメント会社のデータを利用したユニークな例であ

　る．

　　27）　その一方，DWSのような特定の目的を持った

　調査ではないので，前職に関する情報は限られ，例え

　ば転職前後の賃金変動が計算できない点前職の勤続年

　数が得られる調査年が限られるなど難点がある．

　　28）　これらの研究の特徴は，就業履歴を記録した

　行政データそのものにアクセスするのではなく，各世

　帯への通知であるrねんきん定期便」をそのまま調査

　票に転記するという方法でデータを収集し，行政デー

　タに付きまとうアクセスヘの壁をすり抜けている点に

　ある．

　　29）ただし，神林（2008）で報告したように，ある

　行政データと，サーベイや他省庁管轄の別の行政デー

　タなどの外部データとのマッチングは，合衆国では立

　法によって制限されている．これは個人の情報が単一

　の行政官庁に過度に集中することを忌避する合衆国の

　伝統に依存するといえる．実際，徴税データまでもマ



近年の北米における離転職に関する実証的研究のサーベイ

ッテングの視野にいれたLEHDプロジェクトが可能
になった背景には，事業所データを中核としていると

いう点，2001年の同時多発テロを契機とした安全保障

優先の諸立法が存在した点に注意する必要がある、
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